
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

最近の国土交通行政
～ 九州地方整備局の取り組み ～

令和7年1月29日

九州地方整備局 企画部 環境調整官

猪狩 名人

第7回地方創生・国土強靱化 FORUM8 セミナー(熊本)



１．令和６年自然災害に対する九州地方整備局の活動

２．令和６年度当初予算、令和６年度補正予算（九州地整）
令和７年度当初予算（国土交通省）

３．国土強靱化関係

４．公共工事の現状と働き方改革に関する今後の取り組み

５．インフラ分野のＤＸ

６．新しい地方経済・生活環境創生交付金
（旧）デジタル田園都市国家構想交付金

７．インフラメンテナンス

本日お話しする内容
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１．令和６年 自然災害に対する
九州地方整備局の活動
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令和６年能登半島地震 地震・被害状況

○一般被害 (11/26 14:00時点、内閣府防災担当)
・人的被害 死者数462名（うち災害関連死235名）、行方不明者3名、重傷者368名
・住家被害  全壊 6,437棟、半壊 23,086棟、一部破損110,142棟
・避難者数 101名（全て石川）
・水道断水 5月31日時点で早期復旧が困難な地域を除き解消（最大 約136,440戸）
・停電 7月30日時点で安全確保等の観点から電気の利用ができない家屋等(石川 約80戸)を除き復旧(最大約4万戸）

○震度図 ○津波発表図

・2024年１月１日16時10分、マグニチュード7.6、深さ16kmの地震が発生。
・石川県志賀町（しかまち）で震度７を観測したほか、北海道から九州地方にかけて震度６強～１を観測。
・石川県能登に対し大津波警報、山形県から兵庫県北部を中心に津波警報が発表。
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出典：国土地理院地図

位置図

拡大図

被災状況調査班(道路)

被災状況調査班(ﾄﾞﾛｰﾝ/道路)

被災状況調査班（ﾄﾞﾛｰﾝ/砂防）

高度技術指導班（水道）

給水支援班

【輪島市】

珠洲市

被災状況調査班
（ﾄﾞﾛｰﾝ/砂防・海岸）

高度技術支援班（水道）

給水支援班

被災状況調査班（海岸・河川）

【珠洲市】

七尾市

給水等支援班（海翔丸）

被災地への支援物資輸送等 【七尾港】

志賀町

給水支援班

【志賀町文化ホール】
【志賀町内移動給水】

高度技術指導班（水道）
被災自治体に対して水道
復旧支援（日本水道協会と連携）

高度技術指導班（住宅）
被災自治体に対して被災者の
住まい確保について支援

【石川県庁】金沢市

給水等支援班(海翔丸と連携)

情報通信班
(防災通信機器の運用ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援)

先遣班

高度技術指導班（港湾）

 【新潟市】

新潟市

高度技術指導班（道路）

被災自治体に対して被災
構造物に対する技術支援
【金沢河川国道事務所】

輪島市

被災状況調査班(ﾄﾞﾛｰﾝ/道路）

能登町

給水支援班

【のと七見ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ】

令和６年能登半島地震 九州地整 TEC-FORCEの派遣状況

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 派遣状況 （全国:3/29現在、九州:3/31現在）

全国 ： 延べ ２４,８２５ 名・日 九州 ： 延べ ２，２７０ 名・日
被災状況調査班(道路)：64班232名（延べ1,533名・日）

被災状況調査班（海岸・河川）：２班１０名（延べ70名・日）

被災状況調査班（ﾄﾞﾛｰﾝ）：8班27名（延べ1８８名・日）

給水支援班：7班14名（延べ88名・日）

被災状況調査 1/28手交式（通行可能調査） 2/26手交式（被災状況調査）

被災状況調査

ドローン活用し被災状況調査 ３次元点群データ

1/31手交式（被災状況調査）

給水支援（志賀町） 移動式ﾗﾝﾄﾞﾘｰに給水（輪島市） ｺﾝﾃﾅ型ﾄｲﾚに給水（能登町）

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの主な活動内容
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■降水量（年平均降水量）

全国
平均

全国平均
約1.3倍

1,733 2,288

九州
全体
平均

※出典：令和５年版日本の水資源の現況（1992～2021年の平均値）

（mm）

■活発な火山活動

※出典：気象庁HP

■地域別台風上陸回数（H13.1～R05.8）

※上陸時の気圧

※出典：気象庁HP

桜島 2011年7月10日 気象庁撮影

噴火警戒レベル２以上の火山 〔令和７年１月２４日現在〕

※参考  レベル５（避難）
レベル４（避難準備）
レベル３（入山規制）
レベル２（火口周辺規制）

九州の多様な災害リスク〈台風・豪雨・火山噴火〉
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九州地方では、大規模災害が頻発

① 2016年(H.28) 平成28年熊本地震
② 2017年(H.29) 平成29年7月九州北部豪雨
③ 2018年(H.30) 平成30年7月豪雨
④ 2019年(R. 1) 令和元年8月の前線に伴う大雨
⑤ 2020年(R. 2) 令和2年7月豪雨

⑥ 2020年(R. 2) 台風第10号
⑦ 2021年(R. 3)  令和3年8月豪雨
⑧ 2022年(R. 4)  台風第14号
⑨ 2023年(R. 5)  令和5年7月豪雨

2024年(R. 6) 
令和6年8月日向灘地震
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令和６年８月８日宮崎県日向灘を震源とする地震の概要

■発生日時：令和6年8月8日(木)16時42分 震 源 地：宮崎県日向灘(北緯31°8、東経131°7)
震源の規模：マグニチュード7.1（モーメントマグニチュードMw7.0）

〈各地の震度〉※震度5弱以上
震度６弱：宮崎県日南市
震度５強：宮崎県宮崎市、都城市、串間市、鹿児島県大崎町
震度５弱：宮崎県小林市、三股町、高原町、国富町、高鍋町、新富町、鹿児島県鹿児島市、鹿屋市、垂水市、

曽於市、霧島市、姶良市、東串良町 肝付町
その他：宮崎県南部山沿いで長周期地震動階級３を観測

 ■一般被害情報（消防庁 HP 11/21 13:00 時点）
人的被害 ・重傷 3 人（熊本 1、宮崎 2）・軽傷 13 人（熊本 1、宮崎 8、鹿児島 4）
住家被害 ・全壊 1 棟（鹿児島 1） ・半壊 1 棟（宮崎 1） ・一部破損 81 棟（宮崎 74、鹿児島 7）

8月8日(木)16:22
M7.1 最大震度6弱

震度 発生回数

震度３ ２回

震度２ ５回

震度１ １6回

R6.８.８～地震回数 合計23回
（R6.8.15時点）
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南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の発表

■南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の発表

南海トラフ地震の想定震源域では、大規模地震の発生可能性が平常時に比べて相対的に高まっていると考えられた

ことから、８月８日１９時１５分に南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表

(臨時情報の発表は2017年11月の運用開始以来、初)

8月8日17:45 出典：気象庁発表資料 8



発生箇所

令和６年８月８日宮崎県日向灘地震の被災状況

発生日時：令和６年８月８日(木)16時40分
場所：宮崎県日南市大字宮浦
被害状況：人家・人的被害なし
通行規制：有（国道220号 日南市大字宮浦～
日南市大字風田間（延長約11.2km）

▽落石（宮崎県日南市宮浦地区）

被災状況

位置図

8月 8日 17時40分頃  全面通行止め
8月24日 18時00分 片側交互通行規制へ移行 9



【参考】九州における南海トラフ巨大地震の被害想定

▼ 震度分布図（震度６弱以上：５９市町村）

別府市

宮崎市

延岡市

串間市

佐伯市
大分県南部
(最大震度
６弱～６強)

宮崎県
(最大震度
６弱～７)

７
６ 強
６ 弱
５ 強
５ 弱
４
３ 以下

鉄 道

震度階級

高速道路
一般国道

重要港湾
空 港

国際拠点港

▼南海トラフ巨大地震の津波高と津波浸水域

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会資料

H24.8.29・H25.3.18 内閣府より

注）各県が公表された被害想定・最大津波高さと異なります。

【被災想定：宮崎県】
死者数：約42,000人
1週間後避難者数：約350,000人

【被災想定：大分県】
死者数：約17,000人
1週間後避難者数：約120,000人

【被災想定：鹿児島県】
死者数：約1,200人
1週間後避難者数：約29,000人

佐伯市
津波高さ
１５ ｍ

延岡市
津波高さ
１４ ｍ

串間市
津波高さ
１７ ｍ

別府市
津波高さ
６ ｍ

東九州自動車道

高速自動車国道

一般国道（直轄）

宮崎市
津波高さ
１６ ｍ

※最大津波高

10



令和６年台風１０号対応（8月26日～9月2日）

○非常に強い台風（中心気圧935hPa）に発達した台風１０号は、29日8:00頃に鹿児島県薩摩川内市付近に上陸し、熊本県、大分県と九州

を横断した。通過速度が10km/hと非常にゆっくりとした速度であったため、各地に大雨・強風や高潮・波浪による被害が生じた。

 ○雨量は、宮崎県・鹿児島県を中心に、最大で例年の１５６％となる９１１ｍｍ（8/27～1日）を記録
・記録的短時間大雨情報 28日15:14 屋久島町北部付近 約120ｍｍ/h 29日2:20 宮崎県美郷町約１２０ｍｍ/h
・高潮特別警報 28日16:20 鹿児島県（いちき串木野市、阿久根市、長島町、薩摩川内市、十島村）
・暴風・波浪特別警報 28日14:00 鹿児島県（奄美地方を除く）全域
・顕著な大雨に関する情報 28日から29日にかけて宮崎県・鹿児島県（奄美地方を除く）では、線状降水帯が3回発生

8月27日(火)から1日(日)までの期間合計雨量・最大風速

台風の見通し（28日15時

台風の見通し（30日14時）
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令和６年台風１０号対応（被災状況）

○直轄河川では５水系で内水による浸水が発生、県管理河川では3県10水系10河川で浸水、土砂災害が４県で１９件発生
○道路では被災により全面通行止めが累計214箇所（高速2、直轄3、補助25、地方道184）※9/2_15時時点
○高速道路で土砂流出（大分道：由布岳PA）、法面崩壊（東九州道：臼杵IC付近）で2箇所の全面通行止め（10/23時点ですべて解除）

○各地で道路被災による孤立（最大14地区）（9/26時点で解消）
○電力の供給支障が発生（最大約262,800戸）（9/1 18時復旧完了）
○水道管破損等による断水（最大2,014戸）が発生（9/5 17時時点で解消）

○電力供給支障・復旧状況の推移
8/29 11:00時点 約 262,800戸※
9/ 1 18:00時点 復旧完了

※最大供給支障戸数

○上水道断水戸数の推移
8/29 13:00時点  45戸
8/30 12:00時点 474戸
8/31 12:00時点 731戸
9/1 15:00時点 267戸
9/2 15:00時点  90戸 最大断水戸数 2,014戸

大分県における河川の状況

【浸水被害】

県管理河川（７水系７河川）

浸水解消

大分県国東市 大分県由布市

大分川（おおいたがわ）水系

宮川（みやかわ）
安岐川（あきがわ）水系

安岐川 (あき がわ )

宮崎県における河川の状況

【浸水被害】

県管理河川（2水系2河川）

浸水解消

宮崎県宮崎市

大淀川（おおよどがわ）水系

瓜田川 (うりた がわ )

▲東九州自動車道被災状況（臼杵IC付近）▲大分自動車道被災状況（由布岳PA付近）

▲下払橋落橋による孤立箇所
（大分県国東市国見町千燈）

▲道路路肩崩壊による孤立箇所
（熊本県八代市泉町樅木）

高速道路の全面通行止め箇所 道路被災による孤立箇所

土砂災害の状況

一部損壊：１戸

▲がけ崩れ（福岡県宮若市山口）

一部損壊：１戸

▲がけ崩れ（大分県大分市国分）
▲がけ崩れ
（宮崎県東臼杵郡椎葉村不土野）

一部損壊：１戸



鹿児島県庁
リエゾン2名（8/27～30）

宮崎県庁
リエゾン2名（8/27～9/2）

長崎県庁
リエゾン2名（8/28～30）

佐賀県庁
リエゾン2名（8/28～30）

熊本県庁
リエゾン2名（8/28～31）

大分県庁
リエゾン2名（8/28～31）

リエゾン（宮崎県庁）
リエゾン（鹿児島県庁）

鹿児島県 薩摩川内市
リエゾン2名（8/28～30）

福岡県庁
リエゾン2名（8/29～30）

大分県 由布市
リエゾン2名（8/29～30）

【熊本県内派遣市町村】
①南小国町
リエゾン2名（8/29～30）

②美里町
リエゾン2名（8/29～30）

③宇土市
リエゾン2名（8/29～30）

④山都町
リエゾン2名（8/29～30）

⑤小国町
リエゾン2名（8/29～30）

⑥阿蘇市
リエゾン2名（8/29～30）

⑦御船町
リエゾン2名（8/29～30）

⑧産山村
リエゾン2名（8/29～30）

⑨益城町
リエゾン2名（8/29～30）

⑩甲佐町
リエゾン2名（8/29～30）

⑪氷川町
リエゾン2名（8/29～30）

⑫高森町
リエゾン1名（8/29～30）

⑬南阿蘇村
リエゾン1名（8/29～30）

⑭熊本市
リエゾン2名（8/29～30）

⑮西原村
リエゾン2名（8/29～30）

⑯五木村
リエゾン2名（8/29～30）

⑰菊陽町
リエゾン2名（8/29～30）

⑱大津町
リエゾン2名（8/29～30）

リエゾン（熊本県庁）

令和6年9月2日 15:00時点 ※速報値
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17 18
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TEC-FORCE 下払橋（落橋）

TEC-FORCE（鹿児島県出水市）

九州地整 TEC-FORCEの活動状況（R6年台風第10号）

＜九州＞
総数 延べ１４７人・日

リエゾン 延べ１３４名
TEC-FORCE  延べ １３名

鹿児島県出水市（出水市管理道路）
被災状況調査班 3名（8/30）
情報通信班 3名（8/30）

大分県国東市国見町（下払橋落橋）
先遣調査班 3名（8/30）

熊本県八代市泉町（八代市道）
被災状況調査班 1名（8/30）

防災ヘリ（広域調査）
被災状況調査班 3名（8/30～9/1）

▲大分県国東市道の落橋状況
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九州地整 災害対策車派遣状況（R6年台風第10号）

＜九州＞
・総数【１０台】（のべ２１台・日）
排水ポンプ車 ７台
照明車     ２台
衛星通信車 １台

①山梨子樋門
市町村：佐伯市
場 所：番匠川水系番匠川左岸10K655
内 訳：排水ポンプ車 N=1台（8/29～30)

②女島樋門
市町村：佐伯市
場 所：番匠川水系番匠川左岸1K550
内 訳：排水ポンプ車 N=1台（8/29～30)

③川原崎樋門
市町村：延岡市
場 所：五ケ瀬川
内 訳：排水ポンプ車 N=1台（8/28～30)

照明車 N=1台（8/28～29)
④北川熊田地先
市町村：延岡市
場 所：五ケ瀬川
内 訳：排水ポンプ車 N=1台（8/28～30)

照明車 N=1台（8/28～30)
⑤下三財地先
市町村：西都市
場 所：三財川（一ツ瀬川水系）
内 訳：排水ポンプ車 N=1台（8/29)

⑥横江排水機場
市町村：新富町
場 所：一ツ瀬川
内 訳：排水ポンプ車 N=1台（8/29～30)

⑦富吉（六田川排水機場）
市町村：宮崎県
場 所：大淀川
内 訳：排水ポンプ車 N=1台（8/29～30)

⑧鹿児島県出水市（出水市管理道路）
市町村：鹿児島県出水市
場 所：出水市道
内 訳：衛星通信車 N=1台（8/30)

排水ポンプ車派遣（宮崎県内）

排水ポンプ車派遣（宮崎県内）

1

排水ポンプ車派遣（大分県内）

2

3 4

5 6

7

令和6年9月2日 15:00時点 ※速報値

8

衛星通信車（鹿児島県出水市） 14



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．令和６年度当初予算、
令和６年度補正予算（九州地整）

令和７年度当初予算（国土交通省）

15



公共事業関係費（政府全体）の推移

16



公共事業関係費（国土交通省）の推移

17



令和６年度予算の基本方針

・ 令和６年度九州地方整備局関係予算につい

ては、「令和２年７月豪雨等からの復旧・復興」、
「国民の安全・安心の確保」、「持続的な経済
成長の実現」、「個性をいかした地域づくりと分
散型国づくり」に重点をおき、施策効果の早期
発現を図ります。

・ 令和２年７月豪雨、令和５年７月豪雨等によ

る被災地の復旧・復興に総力を挙げ、基幹イ
ンフラの整備等、引き続き着実に事業を推進
します。また、多様な災害リスクに対し、安全・
安心な社会の実現を目指すために、インフラ
の老朽化対策をはじめ「防災・減災、国土強靱
化のための５か年加速化対策」を計画的に推
進します。

・ 生産性の向上や民間投資の誘発等のストッ

ク効果が高い社会資本整備の戦略的な推進
やグリーン化施策等による経済好循環、コン
パクトシティの推進等による誰もが安心して暮
らせる生活環境の整備等に取り組みます。

九州地方整備局の令和６年度当初予算

18



令和６年度新規事業箇所図

19

河川事業 道路事業
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令和６年度 国土交通省関係補正予算 R6.11.22公表

20



  【参考】
令和６年度 国土交通省関係補正予算（全国）
直轄事業：約６,２１０億円

令和６年度補正予算の基本方針

・「国民の安心・安全と持続的な成長に
向けた総合経済対策」（令和６年11月22
日閣議決定）において、取り組む施策と
して掲げられた

Ⅰ．日本経済・地方経済の成長
～全ての世代の現在・将来の賃金・所得
を増やす～

Ⅱ．国民の安心・安全の確保
～成長型経済への移行の礎を築く～

の二つの柱について、各項目を実施す
る。

・なお、近年の資材価格の高騰の影響等
を考慮した公共事業等の実施について
は、各項目を実施するための個々の事
業の中で必要な経費が措置されている。

※直轄事業のみ ※ゼロ国債除く
※計数はそれぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある

九州地方整備局の令和６年度補正予算

21

総事業費
約895億円

治水：約281億円
（31.4％）

海岸：約29億円
（3.2％）道路：約399億円

（44.6％）

港湾：約177億円
（19.8％）

都市水環境：約3億円
（0.4％）

公園：約4億円
（0.5％）

空港：約1億円
（0.1％）

営繕：約2億円
（0.2％）



令和６年度補正予算 主な事業箇所図

22

河川事業 道路事業



白川直轄河川改修事業（緊急対策特定区間）【直轄】 Ｒ６補正

 白川市街部の下流部に位置している固定堰群（３堰）は、洪水時の流下阻害となり、 河川整備計画規模（1/60）の
洪水（2,400m3/s）に対して流下能力が不足している。併せて平成２８年の熊本地震発生以降、上流からの土砂供給
が著しいことから、土砂堆積の抑制を図るべく固定堰群の改築を行う。

 R6補正では、固定堰群改築に伴う河床低下に対しての河道掘削・護岸補強を行う。

完成イメージ図

新堰
（統合堰）

令和６年度補正
実施内容：河道掘削・護岸補強
事業費：１,０００百万円

※白川水系における直轄河川改修事業の
 令和６年度補正予算の事業費を記載しております。

※薄場橋より上流望む

し ら か わ

A‘

A緊急対策特定区間
井樋山堰～泰平橋

掘削護岸

掘削護岸

掘削護岸

河道掘削等

井樋山堰
(撤去)

十八口堰
(撤去)

薄場橋
改築等

三本松堰
(撤去)

JR白川橋梁
改築等

統合堰
(新設)

熊本県熊本市南区
じゅうぜんじ

十禅寺地先外



洪水時最高水位
El280.0m

洪水調節容量
約119,000千㎥

堆砂容量
貯水池内盛土等
約11,000千㎥

El282.5m
ダ

ム
高

 1
07

.5
m

川辺川ダム建設事業【直轄】 Ｒ６補正
か わ べ が わ

■事業概要
 ○場 所 熊本県球磨郡相良村（球磨川水系川辺川）
 ○目 的 洪水調節
 ○諸 元 堤高:107.5ｍ 総貯水容量:約1億3,000万ｍ3

 ○経 緯 昭和42年度 実施計画調査着手
   昭和44年度 建設事業着手
 令和4年度  球磨川水系河川整備計画を策定

○事業効果 ダムによる洪水調節を行い、川辺川ダム下流域
 の治水安全度の向上を図る。

■洪水被害の軽減を図る洪水調節専用のダム

く ま ぐん さがら むら く ま がわ かわべ がわ

熊本県

凡例
：河川
：ダム
：流域

位置図

■令和６年度補正実施内容
生活再建対策盛土工事、
ダム本体設計、地質調査等

事業費：775百万円

川辺川の流水型ダムのイメージ

諸元

生活再建対策盛土工事

実施箇所

五木東小学校

五木村役場

頭地大橋

川辺川

五木小川

川辺川
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水上村

山江村

五木村

内谷ダム

油谷ダム

瀬戸石ダム

幸野ダム

清願寺ダム川
磨

球

河道掘削

堤防整備
（引堤）

輪中堤・宅地嵩上げ

遊水地

※浸水面積、戸数については、切り上げ等により合計と合わない。

■令和２年７月豪雨では記録的な降雨となり、球磨川流域では観測開始以来最高の雨量・水位を記録し、河川の氾濫等

により、家屋の流出など甚大な被害を受けた。

■球磨川水系において、浸水被害の軽減を図るために、令和６年度補正予算にて、河道掘削、輪中堤・宅地かさ上げ、

堤防整備（引堤）、遊水地を実施。

球磨川大規模災害関連事業【直轄】 Ｒ６補正

事業費：14,753百万円
※球磨川水系における大規模災害関連事業の
令和６年度補正予算の事業費を記載しております。

▲球磨川（58.0k付近）における浸水被害状況（人吉市）

▲球磨川56.4kの堤防決壊状況（人吉市）

球磨川

▲球磨川（52.0k付近）における護岸の被害状況
（球磨郡球磨村）

▲球磨川（61.4k付近）右岸の人吉市の浸水被害状況

球磨川

球磨川

万江川
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■国道５７号大津道路・大津熊本道路は、大分市と熊本市を結ぶ中九州横断道路の一部を構成し、沿線地域の産業発展や地域
活性化に寄与するとともに、災害に強いネットワークの構築を目的とする道路。

■物流・人流の速達性向上のため、補正予算の充当により、国道５７号大津道路、大津熊本道路（大津西～合志）において調査
設計、大津熊本道路（合志～熊本）において改良工事を実施することで、地域を支える産業等の生産性向上に寄与する道路
ネットワークの整備等を推進。

国道５７号 大津道路・大津熊本道路（大津西～熊本）【直轄】
おお づ おお  づ    くま      もと                                   おお       づ       にし                  くま      もと

おお づ おお    づ    くま   もと なかきゅうしゅう

《位置図》 《整備効果》《諸元等》

【日本経済・地方経済の成長 ～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～】

○大津道路、大津熊本道路沿線地域※は製造品出荷額が県内第１位の
工業地域であり、半導体関連工場や二輪四輪車関連工場等が集積。

新たな工業団地の開発も進んでいる。

○広域道路ネットワーク整備により、走行性の向上と所要時間の短縮が
図られ、沿道地域の更なる産業発展、地域活性化に期待。

▼沿線への世界最大手半導体メーカーの進出(R6.2.24開所)

▼新規立地企業数(累積) ▼新規雇用者数(累積)

10年で165社進出 10年で約6,600人増加
※業種問わず。増設も含む。 ※業種問わず。増設した企業の雇用者も含む。

資料：菊池市、合志市、菊陽町、大津町提供 資料：菊池市、合志市、菊陽町、大津町提供

※：菊池市、合志市、菊陽町、大津町
きく  ち           こう  し           きくよう まち    おお づ まち

おお づ                           おお   づ    くま   もと

R6.2撮影

世界最大手半導体メーカー

写真 世界最大手半導体メーカー
（第一工場・第二工場）

(

至)

熊
本
市

大津西IC(仮称)
おお  づ にし

(至)大分県

投資額 約3兆3,750億円
新規雇用者数 約3,400人以上予定
※投資額：R6.2.24時点、新規雇用者数：R6.7.4時点

一般国道５７号
大津道路
大津熊本道路（大津西～合志）
大津熊本道路（合志～熊本）

熊本県

至：  福岡県

【大津道路・大津熊本道路を活用した製品輸送の例】

大津道路・
大津熊本道路利用

原材料輸送

半導体・二輪車
製造工場

大津道路・
大津熊本道路利用
半導体・二輪車輸送

熊本港

博多港

福岡空港

延長4.7km

熊本港

至：宮崎県、鹿児島県

至
：  
大
分
県

博多港
福岡空港

から国内外へ

熊本港から
原材料を輸送

世界最大手半導体
メーカーの進出

大手二輪車メーカー
国内唯一の生産拠点

延長9.1km

熊本北JCＴ
（仮称）

西合志IC
（仮称） 合志IC

（仮称）
大津西IC
（仮称）

熊本IC

室工業団地

ｾﾐｺﾝﾃｸﾉﾊﾟｰｸ

原水工業団地

第二原水工業団地

中核工業団地

北部工業団地

大津熊本道路

(合志～熊本)

おお づ

くまもとこうし

くまもと

大津熊本道路

(大津西～合志)
こうしおお づ にし

おお づくまもと

大津道路
おお づ

延長4.8km

大津IC

大津東
IC

車帰
IC

阿蘇西
IC

菊池市

大津町

合志市

菊陽町

北熊本
SIC

植木IC

下硯川
IC

和泉IC

花園IC

熊本市
中心市街地

熊本市
西区

熊本市
東区

熊本市
北区

熊本市
中央区

《路線位置図》

事  業  区  間 ：

延   長 ：

全 体 事 業 費 ：

Ｒ  ６  補  正 ：

熊本県菊池郡大津町大字高尾野

～熊本市北区大鳥居町

１８．６km
大津道路：4.8km
大津熊本道路（大津西～合志）：4.7km
大津熊本道路（合志～熊本）：9.1km

１，１８０億円
大津道路：340億円
大津熊本道路（大津西～合志）：310億円
大津熊本道路（合志～熊本）：530億円

２２．８億円（事業費）
大津道路：0.8億円
大津熊本道路（大津西～合志）：2.0億円
大津熊本道路（合志～熊本）：20.0億円

おお とり   い  まち

きく   ち       おお  づ  まち たか  お   の

おお  づ  おお    づ    くま   もと                        おお   づ    にし        こう     し

おお    づ   くま   もと                         こう    し             くま   もと

高規格道路
一般国道

凡 例

事業中区間

調査中区間

二輪四輪関連工場
半導体関連工場
その他工場

※数値は企業数

Ｒ６補正

池上熊本駅IC
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広域図



国道５７号 宇土道路、宇土三角道路【直轄】
■宇土道路及び宇土三角道路は、熊本市と天草市を結ぶ高規格道路熊本天草幹線道路の一部を構成し、宇土半島に存在する特

殊通行規制区間に対する代替機能確保及び交通事故の低減を目的とする道路。

■災害時においても速やかに緊急車両や一般車両の通行を確保するため、補正予算の充当により、国道５７号宇土道路において
改良工事、橋梁上・下部工工事、宇土三角道路において調査設計を実施することで、道路ネットワークの機能強化を推進。

38

50

27

0

20

40

60
(分)

う と

《位置図》 《諸元等》

熊本県

宇土道路

あま    くさう   と くま     もと    あま    くさ

災害時
約23分短縮

写真

■災害時の所要時間比較

う      と

災害時
（現況）

災害時
（熊本天草幹線道路整備後）

通常時
（現況）

至 熊本市 (H28.6)

至 天草市

※通常時(現況)_国道57号経由、災害時(現況)_国道266号経由
 災害時(熊本天草幹線道路整備後)_宇土道路・宇土三角道路経由

※宇土道路・宇土三角道路は設計速度80km/hで算出
資料：全国道路・街路交通情勢調査（R3）

宇土三角道路
延長13.5km

開通済

熊本宇土道路
延長3.8km

宇土道路
延長6.7km

三角大矢野道路
延長3.7km

松島有明道路
延長10.0km

本渡道路
延長1.3km

大矢野道路
延長3.4km

松島有料道路
延長3.3km

ほんど まつしまありあけ おおやの みすみおおやの くまもと う とう とまつしま う とみすみほんど

開通済 開通済 開通済

熊本天草幹線道路

本渡道路Ⅱ期
延長2.8km

まつわら ごきょう

(松原交差点～五橋入口交差点)

■過去の被災状況

○当該道路の整備により、特殊通行規制区間を回避する緊急輸送道路
として機能。これにより、道路ネットワークの機能強化を推進。

直轄直轄直轄補助補助補助補助補助補助

宇土三角道路

う と み す み

う    と   み   す み

【国民の安心・安全の確保 ～成長型経済への移行の礎を築く～】

う   と

う   と   み    す み

事  業  区  間 ：

延   長 ：

全 体 事 業 費 ：

Ｒ  ６  補  正 ：

熊本県宇土市城塚町～宇土市上網田町

２０．２km

宇土道路： ６．７km
宇土三角道路：１３．５km

１，１８１億円
宇土道路： ４３４億円
宇土三角道路：７４７億円

１１．３億円（事業費）
宇土道路： １０．３億円
宇土三角道路： １．０億円

う   と         かみ おう   だ  まちう    と          じょうつかまち

《路線位置図》

《整備効果》

(至)福岡市

(至)天草市

災害時
約23分短縮

特殊通行規制区間
（越波）4.0km

写真

災害時
（熊本天草幹線道路整備後）

通常時（現況）

災害時（現況）

約27分

約38分

約50分
五橋入口交差点

松原交差点

宇土三角道路

延長13.5km

宇土道路

延長6.7km

熊本宇土道路

延長3.8km

う    と   みすみ う    と くま もと  う    と

501

266
57

Ｒ６補正

開通済区間

事業中区間

調査中区間

一般国道

補助国道
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令和７年度 国土交通省関係当初予算 R6.12.27公表
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．国土強靭化関係
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内閣官房ＨＰより引用
令和２年１２月１１日閣議決定
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R6.11.22公表
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強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法改正
（□=改正部分）

※内閣官房国土強靭化推進室資料を元に、国土交通省作成 32
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R6.12.5国土強靱化推進会議
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○国土形成計画（広域地方計画）は、国土形成計画法（昭和25年法律第205号）第９条に基づき、全国計画を基本として
広域地方計画区域ごとに方針や目標を定める計画（国土交通大臣決定）。

○現在、広域地方計画区域は東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏の８圏域。

 ※北海道、沖縄は、別の根拠法に基づき、北海道総合開発計画、沖縄は沖縄振興基本方針・沖縄振興計画を有する。

○令和５年７月「基本的な考え方」を公表。令和6年12月23日に「中間とりまとめ(素案)」等を公表。令和7年度末頃（令和8年3月
頃)（想定）に国土交通大臣決定予定。

 ※全国計画（第三次国土形成計画）は、令和5年7月に閣議決定

次期国土形成計画（広域地方計画）の策定について

35

※北海道総合開発計画、沖縄振興計画とも連携して推進



九州圏広域地方計画中間とりまとめ（素案）概要版
（対象区域：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）

【基幹産業や再生可能エネルギーなどを背景に高い成長力を有するものの、人口減少や大規模災害などの課題も存在する九州圏】
アジア大陸に最も近い圏域で、アジアの主要都市とも近接。アジアの玄関口（ゲートウェイ）として貿易やインバウンドが拡大。
自動車産業や半導体産業、農林畜水産業等の基幹産業が堅調に推移。近年はIC（集積回路）生産額の全国シェアが大きく伸び、グローバルな産業生態系を形成。
人口減少、少子高齢化が進み、担い手、後継者不足が顕在化。都市機能の維持・定住促進には、時間距離の短縮による広域的な生活圏の構築が必要。
世界自然遺産や温泉など豊かな自然環境を保有。一方で風水害・土砂災害・火山災害や南海トラフ巨大地震等の災害への対応や交通基盤の冗長性確保が必要。

現状・課題

将来像・目標
【将来像】アジアの成長センター『アイランド九州』 ～個性・魅力を発揮しながら、ひとつにまとまり発展し、誇れる九州～
【目標１】成長エンジン「アイランド九州」～交流と変化を競争力へ～

ゲートウェイ機能を強化し、多様な人々が集い賑わう国際交流拠点を形成することで、国際競争力の向上とイノベーションによる新たな産業の創出を促し、圏域内の経済や暮らしを成長させるとともに、
その効果を国内他圏域へ拡大する重要な役割を果たす。

【目標２】自立型広域連携「アイランド九州」～快適で幸福なくらしへ～
成長が離島・半島・中山間地域まで行き渡り、幸福度の高い魅力的な生活環境を構築するため、デジタルとリアルが融合し都市の利便性と地方の快適性が共生した地域生活圏の形成を目指す。

【目標３】強く美しい「アイランド九州」～持続可能でしなやかな社会へ～
地震や豪雨、火山等による大規模自然災害等に対し、強靱な九州圏を構築するとともに、美しい自然を保全し、環境負荷の少ないカーボンニュートラルの実現をリードする、強く美しい圏域を目指す。

広域連携プロジェクト（PJ)

※本資料は、九州圏広域地方計画協議会や、九州圏広域地方計画有識者会議における議論等を踏まえ、令和6年12月時点での検討状況を整理したものであり、
今後、広域連携プロジェクトに関する記述内容の追記・更新や時点修正など、必要な追加・変更を行うものである。

ゲートウェイ機能や自然・文化を活かした国内外との交流・連携の促進 等

新生シリコンアイランド九州実現に向けた取組
【くまもと半導体産業推進ビジョン】

都市機能を強化する取組
【天神ビッグバン】

地域生活圏形成に向けた取組
【長崎県五島市でのドローン配送や遠隔医療】

カーボンニュートラル実現に向けた取組
【大分県の温泉を活かした地熱発電】

都市・地域生活圏・集落生活圏をシームレスに結び、活力を創出 等

新生シリコンアイランド・カーアイランド・フードアイランド・観光アイランド九州の実現 等

都市機能の強化や多様な人材の活躍により魅力ある圏域の形成 等

デジタルや様々な主体の取組により離島・半島・中山間地域の地域生活圏を形成 等

防災・減災、強靱化の推進と、豊かな環境を活かしたカーボンニュートラルの実現 等

活発なヒト・モノ・情報・エネルギーの流動による経済の好循環を生み出す連携 等

【九州圏人口10万人以上都市マップ】
【各プロジェクト（PJ)の施策（抜粋）】

北九州・福岡
大都市圏

【九州圏の目指す道路交通ネットワーク】
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４．公共工事の現状と
働き方改革に関する取り組み
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４－１．公共工事の現状

, Kyusyu Regional Development Bureau 38
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○建設業就業者：  685万人（H9） → 504万人（H22） → 483万人（R5）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 38万人（R5）

○技能者 ：  455万人（H9）  →   331万人（H22） →  304万人（R5）

○ 建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.6%と高

齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和４年と比較して

55歳以上が5万人増加（29歳以下は増減なし）。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）
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建設業における技術者の休日の状況

40出典：「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」（国土交通省不動産・建設経済局建設業課、令和6年8月6日）



19,121 19,116 
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26,000
公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 R05 R06 H24比

全  職  種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5%→+1.2% → +2.5% → +5.2% → +5.9% +75.3%

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3%→+1.0% → +3.0% → +5.0% → +6.2% +75.7%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

１２年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施

（円）

公共工事設計労務単価の推移について （令和6年2月16日記者発表）
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設計業務委託等技術者単価の推移

最近の給与等の実態を適切・迅速に反映
設計業務委託等（設計、測量、地質関係）

46,880円 R５年３月比；＋5．5％
（平成24年度比+5０．0％）

全職種平均
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（円） 設計業務委託等技術者単価 全職種単純平均値の推移
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４－２．働き方改革に関する取り組み
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見直しの内容「労働基準法」（平成30年６月成立）
罰則：雇用主に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

原則
（１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長
が可能（労基法３３条）

３６協定
の限度

 ・原則、①月45時間 かつ ②年360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
③ 年 720時間（月平均６０時間）
〇 年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの

出来ない上限を設定
④a. ２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日出勤を含む）
④b. 単月 100時間未満（休日出勤を含む）
④c. 原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

※災害の復旧・復興の事業には、④a、bは適用されません。

○労働基準法の改正により、時間外労働規制を見直し
○違反した場合、雇用主に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金
○大手企業は平成３１年４月から、中小企業は令和２年４月から適用

 ⇒建設業は令和６年４月から適用

建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）
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働き方改革（罰則付き時間外労働規制）に向けた九州地整の新たな取り組み

①生産性向上（≓時間外労働削減）を実感するための運用基準の再構築
⇒・５つの運用基準の改正とパッケージ運用【通称：５(ﾌｧｲﾌﾞ)ルール】

・上記基準の適正運用を促すポイント集【通称：勘所】

②２０２４問題に特化した“OODAループ”による集中管理
⇒・５ルールの周知や運用状況の確認、改善点などの情報収集と必要により迅速なフォロー

  ※取り組み内容は、九州地方整備局HP内で公開（URL：https://www.qsr.mlit.go.jp/for_company/hatarakikatakaikaku.html)
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「２０２４働き方改革対応相談窓口」の設置について

２４年４月から建設業に時間外労働の上限規制が適用されることを踏まえ、受注者等から

の各種相談窓口（「２０２４働き方改革対応相談窓口」）の設置を検討。

①総合的な相談窓口として、各事務所の技術副所長等を相談窓口とし、 技術副所長等が

一括して相談を受け、２４年４月からの罰則付き時間外労働規制に向けて適切に対応する。

 問合せ先：各事務所ＨＰ（URL：https://www.qsr.mlit.go.jp/links/index.html#jimusyo）
 （※営繕及び港湾空港事務所除く）

②企画部技術管理課においても、相談窓口を設置。

 問合せ先 : ・ 企画部技術管理課：092ｰ476ｰ3546

・ いきいき現場づくり（URL：qsr.mlit.go.jp/s_top/ikiiki/index1.html）

●相談窓口の設置

新たな対応

現場との積算・歩掛の乖離に伴う相談窓口、資機材の高騰、納期の遅れ等の相談窓口

としても、引き続き技術副所長等が一括して相談を受け、適切に対応する。
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○適正な履行期間の設定と納期（履行期限）の平準化

○ 適切な履行期間の設定〔平成23年4月から〕
・ 業務内容を踏まえ、業務実施に過不足のない適正な履行期間を設定する。

〔原則、設計業務等標準積算基準書および同（参考資料）より設定〕

○ 詳細設計業務における履行期間設定支援（試行）〔平成29年11月から〕
・ 労働環境の改善及び業務特性に応じた「照査期間」の確保を目的に、「履行期間設定

支援ツール」を活用し、詳細設計の作業項目について、過去の作業期間に基づいた
履行期間を設定する。

○ 履行期限の平準化〔平成23年4月から〕
九州地整目標 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

令和６年度
目標値

15％以上 25％以上 25％以上 35％以下

対象業務：測量業務、地質調査業務、土木関係建設コンサルタント業務を対象
（ただし、発注者支援業務及び環境調査など１年間を通じて実施する業務については対象外）

業務履行期限の平準化

（※この表の目標値はＲ3年４月から実施）

47



災害対応協力業者の取り組み状況

【掲載箇所】
九州地方整備局HP
URL：
https://www.qsr.mlit.go
.jp/bousai_joho/saigaik
youryoku.html

○九州地方整備局管内において、災害発生時の応急対応、復旧作業を実施した災害対応協力業者の取り組
み状況を発信するため、九州地方整備局ＨＰにて特設ページを開設。

○令和６年度における災害事象で対応した施工・設計・調査・測量業者等８０社の取り組み状況を掲載。

▲九州地方整備局HP（トップページ）

CLICK!!

▲災害協力業者等活動状況特設ページ

各災害事象毎
に協力業者の
取り組み状況
資料を掲載

災害対応協力業者の取り組み状況（一例）

▲施工業者 ▲測量業者▲設計・調査業者
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５．インフラ分野のDX
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■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2023年度の直轄工事受注実績に対する割合）

※一般土木の全登録業者数は令和2年度時点の者数で比較

○地域を基盤とするC、D等級の企業※において、ICT施工を経験した企業は、受注企業
全体５割程度

○引き続き中小建設業者への普及促進が必要

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

数値は等級毎の2016年以降の
直轄工事を受注した業者数
（ ）内は一般土木の全登録業者数

・各地方整備局のＩＣＴ活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間は2016年度～
・業者等級は、2021・2022資格名簿より集計

全国
企業

地域
企業

Ｃ・Dランク経験企業割合

52.8％＝
3,501社（直轄工事受注企業）

1,848社（ＩＣＴ施工経験企業）

直轄工事におけるＩＣＴ施工の経験分析



51

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
令和7年度

（予定）

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充しており、令和6年度から既成杭工（鋼管ソイルセメント杭工）、付帯道路
施設工、電線共同溝工の適用を開始

○令和7年度の適用に向けて、地盤改良工（サンドコンパクションパイル工）の適用工種拡大及び舗装工（修繕工）の見直し
検討を実施

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（小規模土工）

基礎工（ 既成杭工）拡大
（鋼管ソイルセメント杭）

・付帯道路施設工等
・電線共同溝工

ICT構造物工
（橋脚・橋台）

（基礎工（既製杭工））

（橋梁上部）
（基礎工（場所打杭工））
（基礎工（矢板工））

ＩＣＴ擁壁工

ＩＣＴコンクリート堰堤工

（令和元年度：浅層・中層混合処理）
（令和２年度：深層混合処理）

（令和６年度：ペーパードレーン工）

締固め改良工拡大
（サンドコンパクションパイル工）

基準類見直し

ｉ-Constructionに関する工種拡大
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 現場施工におけるICT施工の普及を推進するため、整備局等単位で建設業に関わる
あらゆる人材に対して各種支援を展開。

 また、ICT施工に関する指導や助言ができる地域における人材を育成する取組につ
いても実施。

対象：施工業者（なかでも現場技術者）
内容：ICT施工の特徴や注意点等の知識取得、実施工の際しての留意事項や相談

 ＩＣＴ施工に関する知識（座学、実習）を習得（ICT施工に関する研修）
 ＩＣＴ施工を実施している際の相談（ＩＣＴアドバイザー制度）

対象：コンサルタント業者
内容：設計に際してのICT施工の特徴や注意点等の知識取得

 ＩＣＴ施工に関する知識を習得（ICT施工に関する研修）

対象：発注者（地方自治体）
内容：発注に際してのICT施工の特徴や注意点等の知識取得、設計変更等の対応

 ＩＣＴ施工に関する知識を習得（ICT施工に関する研修）
 ＩＣＴ施工を発注する際の相談（ＩＣＴアドバイザー制度）
 ＩＣＴ施工に関する指導者育成（施工技術支援者育成）

ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた検討
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・建設現場の生産性向上を図る「i-Construction」の普及促進のため、H28 年度より九州地方整備局
及び（一社）日本建設機械施工協会九州支部との共催にて ICT 活用工事の施工に必要な技術的
内容の講習会を実施。 
・令和４年度より、さらなる普及促進を図るべく地方自治体と連携した講習会を開催。

ＤＸ・ＩＣＴ技術講習会
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国、地方自治体等の発注者及び地域を担う地元企業が、ＩＣＴ技術の先駆者である「 ICTアド
バイザー」から、技術修得や能力向上へのアドバイスを受けられる仕組みをつくり、ICT施工の
更なる普及促進を図る

ICTアドバイザー

・ICTアドバイザーの公募
・アドバイザー登録、名簿公表

登録・公表

・依頼の内容を確認し支援の可否を判断
・支援の開始及び終了時に所定の様式にて
九州地方整備局へ報告

開始連絡
報告書提出

九州地方整備局

発注者 施工者

技術相談
支援依頼

＜募集区分＞
Ⅰ：３次元計測関係
Ⅱ：３次元設計データ作成関係
Ⅲ：ＩＣＴ建設機械による施工関係
Ⅳ：３次元施工管理関係
Ⅴ：総合マネジメント
Ⅵ：ＩＣＴ施工の研修・講習会

＜応募要件＞
・工事又は関連業務におけるⅠ～Ⅴの区分の実績
・ＩＣＴ施工に関するアドバイスや普及・支援活動等
又は研修・講習会等の実績

＜任期＞
無期限

＜支援に要する費用＞
技術支援に対する費用は原則無償
ただし、旅費交通費や研修・講習会に要する
機材等の費用はアドバイザーと依頼者にて決定

技術支援

●技術支援
・助言、技術的指導
・各種研修、講習会等への協力

・アドバイザー選定、依頼

・ＩＣＴアドバイザー名簿に基づきアドバイザーを選定し依頼
・ＩＣＴ機器の使用・施工方法、出来形管理等について
支援依頼

・研修、講習会開催に向けてのアドバイス又は講師派遣依頼

※原則無償

５4社を登録
（令和６年11月時点）

※令和３年１１月２４日  運用開始

※随時受付
４月、７月、１０月、１月末日時点で
審査・リスト見直し

ＩＣＴアドバイザー制度
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▼教材映像▼進行役のナビゲーターがご案内

• インフラDXを推進する取組の一環として、ICT施工に関する普及促進と人材育成を目的に、
ICT施工eラーニングを構築

• 学生や若手技術者に興味を持ってもらえるよう動画による学習プログラムを採用

ICT施工 eラーニングの特長

・ネット環境があれば、いつでもどこでも学習が可能
・非接触型の学習方法のため、コロナ禍における感染防止対策に寄与
・受講完了時に受講証明書を発行。

CPD（建設コンサルタンツ協会）の単位やCPDS（全国土木施工管理
技士会連合会）のユニットの申請に活用可能

アクセス先：http://www.ictc-e-learning.qsr.mlit.go.jp

受講者数  ：6,487名
受講完了者 ：3,419名

2024年10月末時点

ＩＣＴ施工 ｅラーニング
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○九州技術事務所では、平成２７年度から、災害時等の危険な状況下において、安全に災害対応ができるよう無人化施工
を実施することができる民間の無人化施工従事者（主にオペレーター）の育成を推進。

●令和４年度からは、遠隔操縦式バックホウ及び遠隔操縦式クローラダンプの操作訓練を長崎県南島原市(雲仙)にて実施。
バックホウ及びクローラダンプの単独の他、バックホウとクローラダンプの連携による無人化施工操作訓練を実施。
令和６年度 講習会概要・訓練状況

映像視認操作 座学風景

【長崎県南島原市深江町地先（水無川２号堰堤内、大野木場砂防みらい館）
◇開 催 日：令和６年１０月１６日、１７日
◇参加者数：３６名
◇内 容：オペレータ、管理技術者、現場代理人等を対象とした無人化施工

（遠隔操縦式バックホウ及び遠隔操縦式クローラダンプ）の操作訓練

危険予知（KY）活動

目視操作

遠隔操縦式バックホウ

無人化・ＩＣＴ施工の活用促進を目指した操作訓練



「i-Construction 2.0」 と「インフラ分野のDX」と

デジタルツイン

データプラットフォーム

ハザードマップ（水害リスク情報）の3D表示イ
ン
フ
ラ
の
利
用
・

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

安
全
・
安
心
の
実
現

占用事業者 等

リスク情報の3D表示により
コミュニケーションをリアルに

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・

管
理
等
の
高
度
化

特車通行手続の
即時処理

河川利用等手続きの
オンライン24時間化

BIM/CIM

i-Construction 2.0 -建設現場のオートメーション化-

ソフトウェア、通信業界、サービス業界

イメージ：ゼンリン３Ｄ地図データ

建機メーカー、建設業界 測量、地質 建設コンサルタント 等

建設機械施工の自動化 デジタルツインを活用した
施工シミュレーション

遠隔臨場
３次元データをやりとりする

大容量ネットワーク

3次元設計の標準化

プレキャスト
部材の活用

インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）

国土交通データ
プラットフォーム

地下空間の3D化

所有者と掘削事業者の

協議・立会等の効率化

設備状況を
リモートで監視可能現

地
確
認

障害発生！

遠隔操作ロボット活用

ＰＬＡＴＥＡＵDiMAPS
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i-Construction 2.0 （建設現場のオートメーション化）
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建設現場のオートメーション化に向けたトップランナー施策

３．施工管理のオートメーション化（リモート化・オフサイト化）

・BIM/CIMなど、デジタルデータの後工程への活用
・現場データの活用による書類削減・監理の高度化、
検査の効率化

２．データ連携のオートメーション化（デジタル化・ペーパーレス化）

建
設
現
場
の
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
化
を
実
現

１．施工のオートメーション化

自動施工における
安全ルール策定

自律施工
技術基盤OPERA

・建設機械のデータ共有基盤の整備や安全ルールの策定など自動施工の環境整備を
進めるとともに、遠隔施工の普及拡大やAIの活用などにより施工を自動化

環境整備
建設機械施工の自動化

・リモートでの施工管理・監督検査により省人化を推進
・有用な新技術等を活用により現場作業の効率化を推進
・プレキャストの活用の推進

施工データ共有
基盤整備
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＜災害査定デジタル化の背景＞
近年、全国的に大規模災害が頻発しており、特

に九州では平成２８年熊本地震、平成２９年７月
九州北部豪雨、平成３０年７月西日本豪雨、令和
２年７月豪雨等により、災害査定件数がきわめて

多い状況。

数多くの被災現場では災害査定に向けた現地調
査・申請資料の作成など、被災自治体職員及び査
定官、立会官の大きな負担となっており、デジタ
ル技術を活用した省力化のニーズは高い。

＜ＤＸ災害査定の目的＞
近年急速に発達したデジタル技術（ＢＩＭ／ＣＩＭ、点群測量、ＡＩ、クラウド、ＶＲ等）を効果的に

活用して災害査定の環境を変革し、現地調査・資料作成等を省力化することで、地域の一日も早い復興に
資することを目的としている。

ＤＸ

内水氾濫による浸水
（令和元年８月前線に伴う出水）

ＤＸ災害査定（デジタル技術で災害査定の環境を変革）
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インフラ分野でのメタバースの活用

九州地方整備局では新たなデジタルデータの活用手法として、インフラ分野でのメタバース活用技
術を開発。全国で初めて山国川下流地区かわまちづくりの住民説明会において、社会実装した。
さらに、本技術の普及のため、マニュアルや動画、無償のプログラム、３Dモデルなどを公開。ま

た、学会での発表、大学での講義、自治体・関連団体での講演、 youtube等への出演等を実施。多く
のメディア（TV・新聞・専門誌等）に掲載された。

【山国川での活用内容】
・メタバースを用い大型スクリーンで整備概要紹介
・質疑応答時に該当箇所をスクリーンに映し説明
・ヘッドマウントでスプレイを用い、仮想世界を「体験」

【様々なツールを無償で公開】
整備局HPから、マニュアル、
解説動画、ＢＩＭ／ＣＩＭとの
データ変換プログラム、植生の
３Ｄモデル等を無償で公開。

【道路事業でもメタバース】
博多バイパス（下臼井～空港口）
の事業着手式でもVRゴーグルで完
成後の世界を来賓の皆さまが体験。
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河川巡視用のＶＴＯＬ（垂直離着陸）無人航空機により、長距離区間を巡視飛行する実証実験を実施。
河川上空における自営通信網を用いた無人航空機の長距離飛行は全国初の試み。
K-PASSの整備により、管理用ドローンの航路制御や無人除草機械の遠隔制御、無人巡視船や巡視ロ
ボット等が安定して運用可能となるなど、大幅なＤＸの実現、河川管理の効率化が期待される。

日 時：令和５年３月１６日（木）
離陸場所：耶馬溪ダム分室駐車場
着陸場所：山国川河川事務所対岸（左岸大堰魚道）
飛行距離：約２５ｋｍ 最大飛行時間：３０分

■ 河川管理支援システムK-PASS（仮称）の概要 ■ 今回の実証実験のフィールドと概要

※

※Vertical TakeOff Landing aircraft

河川巡視支援システム （仮称）を活用したＶＴＯＬ機長距離航行実証実験
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令和６年度 ＤＸ展開に向けた取り組み状況（１）

福岡県土木親和会 約100名

①【整備局職員への展開状況】
・令和６年度からの新たな取り組みとして、「職員向けＤＸ出前講座」を実施中

各事務所要望に応じたカリキュラム（半日コース、１日コース）を編成し、座学～実習まで総合的に学習する講座。
・ｅ－ラーニング教材（各５分程度）で職員がいつでも学習可能な環境（ＤＸコーヒーブレイク）を構築。

「職員向けＤＸ出前講座」
ｅ－ラーニング教材

（ＤＸコーヒーブレイク） 
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③【未来を担う人材育成】

リクルート活動等における学生向けのＤＸ体験
建設業：新４Ｋ（給与・休暇・希望・かっこいい）

・出前講座、インターンシップ、リクルート活動、採用面接等
で来訪した学生向けに、整備局が取り組むＤＸの紹介、
実機体験を実施。

→ ＤＸ体験はデジタル世代の学生に大好評

②【他機関・業界団体等への展開状況】

・出前講座、講演等で地整のＤＸへの取り
組みを紹介。質問等も多く、意見交換も
活発に行われている。

・令和６年度：２１回実施（１０月末時点）
上半期で約２，０００名が参加

９／４ 福岡県土木親和会 ９／１７ 福岡県、県内自治体職員研修

インフラＤＸ
人材育成センター

インフラＤＸ
推進センター

人材育成チーム
（企画課・九技）

ＷＥＢ会議バックホウシミュレータ

ＶＲ体験

令和６年度 ＤＸ展開に向けた取り組み状況（２）
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（旧）デジタル田園都市国家構造交付金
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６．新しい地方経済・生活環境創生交付金



（旧）デジタル田園都市国家構想交付金の概要
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（旧）デジタル田園都市国家構想交付金の推移
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新しい地方経済・生活環境創生交付金の概要
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• 新しい地方経済・生活環境創生交付金のうち、旧デジ田交付金の旧地方創生推進タイプと
旧地方創生拠点整備タイプを一本化した第２世代交付金とデジタル実装型の２タイプは、
幅広く地方公共団体を対象として支援するもの

• 第２世代交付金は、公共事業や拠点整備事業やソフト事業を組み合わせた一体的な事業
を支援するもので、地方公共団体が自由度が高い事業を行うことが可能

• デジタル実装型は、引き続き旧デジ田交付金のデジタル実装タイプのように、デジタル技
術を活用した地域の課題や魅力向上に資する取組を支援するもの

新しい地方経済・
生活環境創生

交付金

地域防災緊急整備型 地域産業構造転換インフラ整備推進型



デジタル実装型の概要
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新しい地方経済・生活環境創生交付金の概要（Ｒ６補正）
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新しい地方経済・生活環境創生交付金の概要（Ｒ７当初）
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７．インフラメンテナンス
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インフラの致命的な損傷の例

床板鉄筋露出

臨港道路陥没状況

水管橋の破損

河川護岸の崩落
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インフラメンテナンスで基本となるものは

絶対に壊れないもの（構造物等）を作ることは不可能

インフラメンテナンスで基本となるものは

命が失われないこと、怪我をしないこと

そうならないために、今何が出来るのか？

重大な事故や致命的な損傷等の発生を未然に
防止するメンテナンスサイクルの確立

「予防保全型」メンテナンスへの早期転換
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「予防保全」 への転換 

○ 「事後保全」 ： 施設の損傷が拡大した段階で大規模な修繕等により機能回復を図る
   「予防保全」 ： 施設の損傷が軽微な段階で予防的な修繕等により機能保持を図る

→「事後保全」から「予防保全」に転換し、「長寿命化」や「トータルコストの縮減」を図る

【事後保全と予防保全のサイクル（イメージ）】

事後保全：施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。
予防保全：施設の機能や性能に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じること。

供用期間

管理水準

機
能
（健
全
性
）

トータルコスト

事後保全 予防保全



「予防保全」への転換によるコスト縮減

○ 施設に不具合が生じてから対策を行う「事後保全」から、施設に不具合が生じる前に対策を行う「予防
保全」への転換により、今後増加が見込まれる維持管理・更新費の縮減を図ることが重要。
○ 国土交通省が所管するインフラを対象に、将来の維持管理・更新費を推計したところ、「事後保全」の
場合、１年当たりの費用は、２０４８年度には、２０１８年度の約２．４倍となる見込み。
○ 一方、「予防保全」の場合、１年当たりの費用は、２０４８年度には、「事後保全」の場合と比べて
約５割減少し、３０年間の累計でも約３割減少する見込み。

約5.2兆円
約6.5兆円

約5割
縮減

2018年度 30年後（2048年度）

約12.3兆円

【将来の維持管理・更新費用の推計結果（2018年11月30日公表）】

※１ 国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航路標識、公園、公営住宅、
官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町村、地方道路公社、（独）水資源機構、一部事務組合、港
務局が管理する施設を対象。

※２ 様々な仮定をおいた上で幅を持った値として推計したもの。グラフ及び表ではその最大値を記載。
※３ 推計値は不確定要因による増減が想定される。

事後保全 予防保全

30年間の合計
（2019～2048年度）

事後保全 約280兆円

予防保全 約190兆円

30年後（2048年度）の見通し 30年後（2048年度）の見通し（累計）

約3割
縮減

（参考）用語の定義

予防保全 施設の機能や性能に不具合が生じる前に修繕等の対策を講じること。
事後保全 施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。

約2.4倍

約1.3倍
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予防保全型の修繕（補修）

そのまま放置※

予防保全：損傷が軽微なうちに補修

路面を支える床版に、繰り返し荷重によるひび割れが発生
事例１：コンクリート床版の場合

ひび割れの発生

事例２：鋼製桁の場合
沿岸部や凍結防止剤の散布等により塗装の劣化が早期進行

炭素繊維シートの貼り付け 桁の塗装劣化やさびの発生 塗装の塗り替え
対策例 対策例

事後保全：損傷が深刻化してから大規模な補修

桁端部の腐食・貫通 桁端部の当て板・塗装
（床版下面）床版の抜け落ち

プレキャスト床版による
打ち替え

※下段（事後保全）の事例は、上段（予防保全）の症状が進行した場合の類似事例（上段と下段は別の橋梁）

（床版上面）舗装土砂化

対策例
対策例

そのまま放置※



補修（補強含む）とは ※橋梁を例に

そもそも補修（補強含む）とは、
３つの性能
「耐荷性能」
「耐久性能（耐荷性能の前提条件）」
「その他性能（フェールセーフなど）」のどの性能を

“戻す”或いは“アップする”かという視点で実施するもの

「形」を戻すのではなく、「性能」を戻すこと

効率的な対策となる



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

道路（橋梁）

道路（トンネル）

道路（舗装）

下水道（管渠）

下水道（処理場）

公営住宅

公園

社会資本の管理体制の現状 各分野の管理者

約430,000km

約2,100箇所

2,170,649戸

101,111施設

高速道路会社2%
国
４%

都道府県
19%

政令市
７%

市区町村
68%約699,000橋

（２m以上）

約10,300本

約3,100km2

高速道路会社
15%

国
13%

都道府県
46%

政令市
３%

市区町村
23%

高速道路会社3%

国
７%

都道府県
21%

政令市
３%

市区町村
66%

都道府県2%

政令市
23%

市町村等
75%

都道府県
９%

政令市
７%

市町村他
84%

都道府県営
43%

政令市営
18%

市町村営
39%

都道府県
１%

政令市
23%

市町村
76%

国0.02%

各分野における管理者別の施設数の割合
国・高速道路会社

都道府県・政令市

出典：社会資本整備審議会・交通政策審議会
「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について 答申」（平成25年12月）
参考資料より国土交通省作成
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○ 市町村が多くの施設等を管理している。



インフラメンテナンスの現状と課題
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包括的民間委託とは

・・・

受注者地区Aの
道路巡回業務

A社
地区Bの

道路補修・修繕業務発
注
者

個別のインフラ施設について地区・業務ごとに
業務を発注し、それぞれの業務を個別の業者が受注

地区Aの
公園点検業務

地区Bの
水路維持業務

B社

C社

D社

包
括
化

受
注
者

複
数
社
で
構
成
す
る
Ｊ
Ｖ
や

事
業
協
同
組
合
等

発
注
者

【従来の発注方式例】 【包括的民間委託の発注方式例】

市内全域のインフラの
巡回・維持・補修・
修繕等の業務を
一括して発注

複数の業務やエリア、分野を包括化し、
一つの業務でまとめて発注し、JV等が受注

（創意工夫による業務の実施）

○受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的
に業務を実施できるよう、複数の業務や施設を包括的に委託すること。

○公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うPPP
（Public Private Partnership）の一つの形態。
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包括的民間委託の段階的な拡大（検討例）
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〇 包括的民間委託の契約内容は、各構成要素の組合せによる様々なパターンが考えられる。
〇 各地域の実情や包括的民間委託の導入目的などに応じて、段階的拡大を検討していくことが考えられる。

手引きP43~48



○広域連携の主な制度として、以下のような制度が存在し、道路、下水道、
河川などの社会資本の管理においても一部活用。

地方公共団体が、連携して管理執行、
連絡調整、計画作成を行うことができ
る制度。

連携協約 協議会 機関の共同設置

地方公共団体が連携して事務を処理
するための基本方針及び役割分担を
定めることができる制度。

地方公共団体の委員会又は委員、行
政機関、長の内部組織等を複数の地
方公共団体で共同設置することができ
る制度。

事務の委託 一部事務組合 広域連合

複数の地方公共団体で、地方公共団
体の事務の一部を共同して処理するこ
とができるようにするために設ける特別
地方公共団体。

地方公共団体の事務の一部について
の管理・執行を他の地方公共団体に
委ねることができる制度。

地方公共団体が、広域にわたり処理す
ることが適当であると認められる事務を
処理することができるようにするために設
ける特別地方公共団体。

包括的民間委託での活用が考えられる広域連携制度の例
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（２）意見交換会
～群マネや包括的民間委託の導入検討に向けて～

（１）九州各市の取組み発表
並河 洋一：熊本市道路保全課長
髙倉 実 ：日田市土木課長    
平田 勝宏：杵築市上下水道課主幹

「第１０回ピッチイベント」 インフラメンテナンス国民会議 九州フォーラム
 インフラメンテナンス市区町村長会議 九州・沖縄ブロック

〈日  時〉令和6年10月9日（水） 13:00～17:30
〈会  場〉福岡国際会議場 (メイン会場)411・412会議室

 (サブ会場) 410会議室
〈会場 参加〉１６４名
〈WEB参加〉３１４名 合計 ４７８名
開会挨拶

第２部 市区町村長会議
第３回インフラメンテナンス市区町村長会議九州・沖縄ブロック会議

＜ビデオメッセージ＞
大西 一史
(熊本市長）

九州ﾌｫｰﾗﾑﾘｰﾀﾞｰ
日野 伸一

(久留米工業大学 学長）

パネリスト

岩井   聖
（国土交通省総合政策局

公共事業企画調整課 企画調整官）
「総力戦で取り組むインフラマネジメント

～持続可能なインフラメンテナンスの実現に向けて～」

第１部 基調講演

大坂  市郎 
（新潟県三条市

建設部建設課 課長補佐 ）
「インフラの包括的民間委託（三条市の取組事例）」

第3部パネルディスカッション
『 どうする？群マネ』
～初めての取組を模索する中での光～

青野 正志
（九州地方整備局
企画部長）

関 信郎
（沖縄総合事務局
企画調整官）

深水 政彦
（熊本副市長）

椋野 美智子
(日田市長）

北川 政次
（武雄副市長）

江藤 隆博
(宮崎市建設部長）

松本 哲治
(浦添市長）

江島 宏和
(柳川副市長）

木下 義昭
（ライモン九州・沖縄
ワーキンググループ長
（土木学会））

田中 英隆
(佐世保副市長）

松田   浩 
（長崎大学 名誉教授）

岩井 聖 
（国土交通省総合政策局

公共事業企画調整課 企画調整官）

寺尾 幸太郎 
（九州地方整備局企画部

事業調整官）

大坂  市郎 
（新潟県三条市

建設部建設課 課長補佐）

森尾 宣紀
（長崎市 中央総合事務所

地域整備１課）

合同開催結果

パネリスト
ファシリテーター：松村  政秀
（熊本大学 くまもと水循環・減災研究教育センター 教授）

ファシリテーター：福島 邦治 
（(一社) ツタワルドボク副会長
(株)日本ピーエス スマートインフラサービス推進室長）        

◆インフラメンテナンス国民会議 第10回ピッチイベントは、インフラメンテナンス国民会議九州フォーラムとインフラメンテナンス市区町村長会議
  九州・沖縄ブロックの初めての合同開催。

 ◆今回のテーマは「広域、複数、多分野のインフラ群の一体的マネジメントへの総力戦」と題し、第1部は基調講演、第2部は市区町村長会議、第3部は
パネルディスカッションを実施し、今後のインフラメンテナンスのあり方について幅広く議論された。

 ◆第１部では、国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 岩井企画調整官が「総力戦で取り組むインフラマネジメント～持続可能なインフラメンテナン  
スの実現に向けて～」、新潟県三条市建設部建設課 大坂課長補佐が「インフラの包括的民間委託（三条市の取組事例）」について講演された。

 ◆第２部の市区町村長会議では、熊本市、日田市、杵築市による各市の取組みが発表され、意見交換会では「～群マネや包括的民間委託の導入検討に
 向けて」と題し、日田市長や浦添市長等が登壇し、様々な意見交換が行われた。

 ◆第３部のパネルディスカッションでは「『 どうする？群マネ 』 ～初めての取組を模索する中での光～」と題し、様々な意見交換が行われた。
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